
                                    平 成 ２０年 ７月 ３０日 

                                                    香川県土木部土木監理課 

 

          

経営事項審査の改正に伴う再審査の申請等のお知らせ（その２） 

 

 

 １ 経営事項審査の改正に係る再審査については、平成２０年７月３０日以降も引き続き行います。 

ただし、経営規模等評価手数料及び総合評定値手数料が必要となります。     

 

 ２ 再審査の受付期間 

   「平成２０年経営事項審査日程表」（平成２０年経営事項審査申請要領ｐ２４）の審査日（要予約） 

 

 ３ 新経審用の経営状況分析が必要ですが、入手手続については、ご利用の分析機関にお問合せく

ださい。 

 

 ４ 再審査に必要な申請書、確認書類については、平成２０年３月２８日付けの「経営事項審査の基

準の改正に伴う再審査の申請等のお知らせ」（次ページ～）の内容と変更はありません。 

 

 

 

 

 

 



                                    平 成 ２ ０ 年 ３月 ２８日 

                                                    香川県土木部土木監理課 

 

          

経営事項審査の基準の改正に伴う再審査の申請等のお知らせ 

 

 

     平成２０年４月１日の経営事項審査の基準の改正に伴い、下記のとおり再審査を実施しますので、 

お知らせします。 

       

                                  記 

 

① 再審査の対象 
       再審査を申請する日において、既に取得している経営事項審査（旧経審）有効期限が残っている 

ことが必要です。（平成２１年度の入札参加資格審査申請（指名願）には、新経審の受審が必要に 

なると思われますので、入札参加資格申請までに新経審の結果通知の入手が困難な決算日の方 

は、再審査が必要となります。なお、詳細は指名願を申請しようとする各行政庁にお問い合わせく 

ださい。） 

 

        

② 再審査の申請受付期間 
       知事許可業者 → 「平成２０年経営事項審査日程表」の４月から７月までの審査日です。（要予約） 

       大臣許可業者 → 四国地方整備局が審査するため、平成２０年４月１日から平成２０年７月２９日 

まで、随時受付けしますが、できるだけ「平成２０年経営事項審査日程表」内で 

申請してください。 

        

③ 再審査手数料 
       大臣許可業者、知事許可業者ともに無料です。 

 

④ 経営状況分析 
    新経審用の経営状況分析については、ご利用の各登録経営状況分析機関にお問い合わせくだ 

さい。 

  

⑤ 再審査に必要な申請書 
 

＊大臣許可業者 → 四国地方整備局ＨＰを参照してください。 

 

＊知事許可業者 → 経営事項審査申請書 

（建設業法施行規則別記様式第２５号の１１、別紙１、別紙２、別紙３） 

※申請書の記入については別添「再審査記入要領」及び「平成２０年経営事項 

審査申請要領」を参照してください。 

 



 

   ⑥ 再審査に必要な確認書類 

 

 １．新基準で受審した経営状況分析結果通知書（建設業法施行規則別記様式第２５の１０） 

 

     ２．申請時において有効な総合評定値通知書（旧経審：コピー可）及び当該経営規模等評価申請書・ 

       総合評定値請求書（控） 

 

     ３．決算変更届（既に経営事項審査を受けている場合は、審査済印のあるもので、「完成工事高 

計算基準の区分」で選択した年数分の決算変更届。２年平均→２４ヶ月分・３年平均→３６ヶ月分） 

・・・・・・・「平成２０年経営事項審査申請要領」Ｐ６参照 

 

４．審査基準日を含む事業年度及び前年度の、法人税又は所得税に係る確定申告書類一式（控： 

当期、前期の２年分、決算期変更等の場合は前２４ヶ月分） 

      ・・・・・・・「平成２０年経営事項審査申請要領」Ｐ７参照 

 

     ５．１級国家資格者相当かつ、審査対象事業年度以前５年の期間において受講した監理技術者 

講習の修了書の写し 

・・・・・・・「平成２０年経営事項審査申請要領」Ｐ７・１５参照 

  

     ６．公認会計士等の証明書類、監査報告書、会計参与報告書等 

      ・・・・・・・「平成２０年経営事項審査申請要領」Ｐ８・１１・１６・１９参照 

 

    ７．研究開発費の額がある場合、公認会計士協会の指針等で定義された研究開発費の額が確認 

できる書類 

        ・・・・・・・「平成２０年経営事項審査申請要領」Ｐ１１・１６参照 

 

        

 

 

 

 

 

 



様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード整理番号
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許可年月日

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

25

1 （ ）

10

０

 

総 合 評 定 値 請 求 書
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経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

（用紙Ａ４）
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再審査の場合は「４」
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許可書の電話番号を
記入

高松市番町４－１－１０

１２桁の場合
１マス空ける

経営規模等評価再審査申立書を○囲み

１行目と３行目を線引きで消去

●再審査記入要領



審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等

営 業 利 益

（千円）

3 5 10

,, ,

技 術 職 員 数 ９
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実 施 額

’ ’

(千円)

’

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

平成　　　年　　　月　　　日

10

,

審 査 対 象 事 業 年 度

)（千円） (

’

’

(千円)(千円) 営 業 利 益

減 価 償 却
実 施 額

’

’’ ’ ’

項 番

’ ’

’ ’

3

,

(千円)

,

5

２ ０

１ ８

,

氏名

0

3

0 0 0

第×××××××号

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

電話番号

直 前 の

審査基準日

(千円)

13

基 準 決 算自 己 資 本 額 １ ７

（人）

5

= 営業利益+減価償却実施額
利益額（利払前税引前償却前利益）

利益額の２期平均を記入

各項目千円未満切捨てる。

２期平均の際、再び千円未満切り捨てる。

「平成２０年４月１日施行の改正に係る事項」と記載

規則別記様式１６の損益計算書の営業利益の額と、
法人税申告書別表１６（１）（旧定額法又は定額法による減価償
却資産の償却額の計算に関する明細書）及び（２）（旧定率法又
は定率法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細
書）の数値

結果通知書の「行政庁記入欄」に
記載された番号を記入

結果通知書の通知年月日を記入

平成２０年４月１日施行の改正に係る事項 制度改正のため



別紙一
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業年度又は前々審査対象事業年度

00
,

0 0

工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高
工 事 種 類 別 完 成 工 事 高
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前回申請時の工事経歴書により記入
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＊１「完成工事高（審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前年・前々年の審査対象事業年度）」には、
    前回申請時の完成工事高に記入した金額を記入してください。
＊２「前年度又は前々年度の元請完成工事高」は、建設業法施行規則別記様式第三号（建設業許可の変更届
   において提出する書類）に基づき記入してもかまいません。
＊３「審査対象事業年度の元請完成工事高」は前回申請時の工事経歴書（旧様式）基づき記入してもかまいません。
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通番 生　年　月　日
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監理技術者資格者証交付番号

1

　

講
習
受
講

講
習
受
講

技術職員１人につき２業種まで申請可能。
（例）
＊２資格から２業種選択
　　１級土木施工管理技士（１１３）で土木一式（０１）及び２級建築士（２３８）で建築一式を記入。
＊１資格から１業種選択
　　１級土木施工管理技士（１１３）で土木一式（０１）及び水道（２６）を記入。

「講習受講」欄について
申請する業種について、次の①から③までの要件を全て満たす場合は
「１」を、
それ以外の場合は「２」を記入。
①法第１５条第２号イに該当する者であること（＝１級国家資格者相当）
②監理技術者資格者証の交付を受けていること。
③法第２６条の４から６の規定による講習を、当期事業年度開始の日の
直前５年以内に受講していること。

（例）

　　　　　　この期間内の受講が必要
　
　Ｈ１５．４．１　　　　　　　　　　　　　Ｈ２０．４．１　　　　　申請日

なお、当期事業年度開始日の直前５年以内であって、平成１６年２月２９
日以前に交付された資格者証を保有している場合及び平成１６年２月２９
日以前に指定講習を受講し、１６年３月１日以降に交付を受けた資格者
証を保有している場合は、講習を受講しているものとみなす。

　　　　　　　　　直前５年 　　当期事業年度

２ページ以降は、「００２」、「００３」・・・

再審査申請については前回申請時の
順序で記入してください。
（前回申請書と対比して審査するため。）



別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業年数

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

5

二級登録経理試験合格者の数 ５ ２

公認会計士等の数

監査の受審状況 ０５

９

営業停止処分の有無

指示処分の有無

４ ８

3

年　　　　か月

備考（組織変更等）

５ １

〔1.有、2.無 〕

４ 〔1.有、2.無 〕

3 5

〔1.有、2.無 〕

休業等期間

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ５

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ４

3

〔1.有、2.無 〕

3

3

〔1.有、2.無 〕建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ３

3

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

４ ２ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

４

（用紙Ａ４）

その他の審査項目（社会性等）

健康保険及び厚生年金保険加入の有無

雇用保険加入の有無 ４ １

項 番 3

２ ０ ０ ０

防災協定の締結の有無 ４ ７

（年）４ ６

3

  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

５ ３

（人）

3

,

（人）

3 5

,

,

（千円）

初めて許可（登録）を受けた年月日

昭和

平成
年　　　月　　　日

3

3

〔1.有、2.無 〕

3

研究開発費（２期平均）

営業年数

5 10

, ,

(千円) (千円)

’ ’

審 査 対 象 事 業 年 度審査対象事業年度の前審査対象事業年度

’ ’ ’ ’

「１」・・会計監査人の設置を行っている場合。（監査報告書において、無限定適正意見、
　　　　限定付適正意見が表明された場合に加点）
「２」・・会計参与の設置を行っている場合。（会計参与報告書が作成されている場合に加点）
「３」・・下記の者のいずれかが経理処理の適正を確認した旨の書類（Ｐ１９参照）に、自らの
　　　　署名を付したものを提出している場合。
　　　　・公認会計士、会計士補、税理士、これらとなる資格を有する者
　　　　・１級登録経理試験の合格者
「４」・・上記以外。
＊審査基準日時点で記入

会計監査人設置会社のみが記入可能。
その他法人・個人は「０」を記入。




